
   津市市政アンケート調査実施要綱 

 

平成２０年５月２０日訓第４４号  

 

改正 平成２４年３月３１日訓第２８号 

 平成２８年１月２９日訓第１号 

 令和４年２月７日訓第２号 

 令和５年２月１３日訓第５号 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、本市の市政に対する住民の意識、志向等を調査し、市政

運営の参考とするため、市政アンケート調査（以下「調査」という。）の実

施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （調査の実施） 

第２条 調査は、平成２０年度を初年度とした隔年度ごとに１回ずつ行うもの

とする。ただし、市長が特に必要があると認める場合は、この限りでない。 

 （調査の対象者） 

第３条 調査の対象者は、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づ

き本市の住民基本台帳に記録されている者で、１８歳以上のもののうちから

無作為に抽出したおおむね３，０００人とする。 

 （調査の方法） 

第４条 調査の方法は、郵送による方法とする。ただし、調査の内容により郵

送による調査が困難であると認められる場合は、調査の方法を変更すること

ができる。 

 （調査内容等） 

第５条 調査の内容は、市政全般とし、施策の重要度等により決定するものと

する。 

２ 調査の設問数は、おおむね３０問とする。 

 （調査票の作成） 

第６条 地域連携課長は、調査を実施しようとするときは、あらかじめ各課長

等に通知するものとする。 

２ 各課長等は、前項の規定による通知があった場合において、調査を希望す

る項目があるときは、調査依頼書（別記様式）を作成し、地域連携課長に提



出しなければならない。 

３ 地域連携課長は、各課長等から提出された調査依頼書に記載された設問に

ついて、関係課長等と調整の上、調査票を作成するものとする。 

 （調査票の発送等） 

第７条 調査票の発送及び回収並びに回収した調査票の集計及び分析は、市民

部地域連携課において行うものとする。 

 （調査結果） 

第８条 地域連携課長は、集計及び分析された調査結果（以下「調査結果」と

いう。）の報告書を作成するものとする。 

２ 調査結果は、本市の広報紙及びホームページへの掲載、報道機関等への情

報提供等により広く住民等に周知するものとする。 

 （個人情報の適正管理） 

第９条 調査を実施するに当たり、その事務に従事する者は、当該事務により 

収集した個人情報を、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７

号）及び津市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年津市条例第３４

号）の規定に基づき、厳重かつ適正に管理しなければならない。 

 （委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、調査に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

   附 則 

 この訓は、平成２０年６月１日から施行する。 

  附 則（平成２４年３月３１日訓第２８号） 

 この訓中第６条、第７条、第８条第１項及び別記様式の改正規定は平成２４

年４月１日から、その他の改正規定は同年７月９日から施行する。 

   附 則（平成２８年１月２９日訓第１号） 

 この訓は、平成２８年２月１日から施行する。 

   附 則（令和４年２月７日訓第２号） 

 この訓は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則（令和５年２月１３日訓第５号） 

 この訓は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 



別記様式（第６条関係） 

調 査 依 頼 書 

 

  年  月  日   

（宛先）地域連携課長 

課   名 

所 属 長            

担当者氏名            

 

 市政アンケートの調査項目について、次のとおり依頼します。 

 

 項目 

 

 

 

 設問 

 

 

 

設問の目的又は理由 

 

 

 


